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第１節はじめに

　本人の意思や能力とは無関係に，一定の年齢に達した時に解雇される定年制

は， 労働者にとっ ては重要な関心事である。しかも ，その定年年齢が労働市場

から退出して引退する年齢よりもはるかに若いならば，つまり定年後の再就職

を念頭におかなければならない場合にはなおさらである。表１－１は製造業に

おける企業規模別の定年制実施率を示している。この表から企業規模問で水準

の違いがあるものの，一貫して実施率が上昇している事が読み取れる。また ，

定年年令は表１－２にあるように非常に低く ，大部分の企業では６０才以下であ

る。 ６０才以下で定年を迎えた場合，再就職をして１０年程働かなければならない 。

このような定年制は，労働者の生涯全体における労働供給行動にどのような影

響を与えるであろうか。本稿では，Ａｋｅｒｌｏｆ－Ｒｏｓｅ－Ｙｅ１１ｅｎ（１９８８）やＯｈｋｕｓａ ．

Ａｒ１ｇａ－Ｂｒｕｎｅｌ１ｏ－Ｋ１ｓｈ１－Ｏｈｔａ（１９９０）の様に，離職行動を労働者の生涯期問に

おける効用最大化行動の結果として捉える。その上で，定年制が普及すること

や定年年齢が引き上げられることが，離職行動へとの様に影響するかを考察す

る。

＊　本稿の作成に当た って，京都大学有賀健助教授，大阪大学大竹文雄助教授，慶応義塾大学樋口
　美雄助教授ならびにＬＳＥの太田聰一氏よりより貴重なコメントを頂いた。言うまでもなく ，

　本稿に含まれているかも知れない誤りは筆者の責任である
。
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表１－１　定年制実施率（製造業） ：雇用管理調査報告（退職管理）

大企業 （事業所数） 中企業 （事業所数） 小企業 （事業所数）

１９６７ Ｏ． ９３６ ４１８０ ０． ８０１ １８１０４ ０． ５２１ ２８０９０

１９７０ ０． ９９８ ４２７４ ０． ８６６ ２１８５２ ０． ４７５ ３２１４０

１９７３ １． ０００ ８８１ Ｏ． ９４１ ９９９２ ０． ５７８ ２５７５４

１９７６ ０． ９８７ ８６４ ０． ９３４ １０７２０ ０． ７５０ ２５５７５

１９７８ ０． ９９４ ７７２ ０． ９５４ ９６１９ Ｏ． ７３２ ２３９３６

１９８０ Ｏ． ９９９ ７５９ ０． ９６５ ９５３２ ０． ８００ ２３９５３

１９８１＊ ０． ９９０ ８６０ ０． ９３９ １０３１５ Ｏ． ７５４ ２５６６７

１９８２ ０． ９９１ ８１４ ０． ９８２ １０３２９ ０． ８６０ ２５７０４

１９８３ Ｏ． ９９１ ７６８ ０． ９８６ １０４６９ ０． ８６８ ２５６２６

１９８４ ０． ９９４ ６７６ ０． ９７７ １０５０８ ０． ８６５ ２６４３０

＊１９８１年には定年実施率の製造業規模別統計がないため全産業のものを用いている

　　　表１－２　定年年齢（製造業） ：雇用管理調査報告（退職管理）一律定年制

５４才以下 ５５才 ５６才 ５７才 ５８才 ５９才 ６０才 ６ト６４才 ６５才 ６６才以上 その他

１９６７ 大企業 ０． ０００ ０． ７６０ Ｏ． １３９ Ｏ． ０４７ ０． ０３１

一
０． ０２２

■
０． ００１

．
０． ０００

中企業 ０． ０００ Ｏ． ７３０ Ｏ． ０１９ Ｏ． ０１９ ０． ０４１

一
０． １９１

’
０． ０００

ｉ
０． ０００

小企業 Ｏ． ０００ ０． ６１２ ０． ０００ Ｏ． ０１１ ０． ０２２

■
Ｏ． ３３３

■
０． ０２２

■
０． ０００

１９７０ 大企業 ０． ０００ ０． ６２５ Ｏ． １３８ ０． １３８ Ｏ． ０３５

‘
０． ０６４

一 一 一 ｉ

中企業 ０． ０１２ ０． ５４８ ０． ０４２ Ｏ． ０８４ ０． ０３７

ｉ
Ｏ． ２５４

■
Ｏ． ０２２

一 ’

小企業 ０． ０００ ０． ５６４ Ｏ． ０２２

一
０． ４１４

一 ・ ’ ’■ ‘
１９７３ 大企業 ０． ０００ ０． ３６３ ０． ２４２ ０． １５７ ０． １１６

‘
Ｏ． １２１

ｉ ■ 一 ■

中企業 ０． ０００ ０． ４５６ ０． ０２６ ０． １１６ ０． １０２

ｉ
０． ２８６ ０． ０１２ ０． ００１

■ 一

小企業 ０． ０００ ０． ４８８ ０． ０１２ ０． ０１２

一
０． ４３２

一
０． ０５５

■ ■一
１９７６ 大企業 Ｏ． ０００ ０． ４８７ ０． １２２ ０． １１２ ０． ０６７ ０． ００２ Ｏ． １６７

一 ■ 一
０． ０１４

中企業 ０． ０１０ ０． ４７０ ０． ０６５ ０． １０１ ０． ０７１

ｉ
０． ２３１ Ｏ． ０１０ ０． ０３０

‘
Ｏ． ０１２

小企業 ０． ０００ ０． ４８３

ｉ
０． ０３４ ０． ０４７

一
０． ３８８

１
０． ０２４ ０． ０１２ Ｏ． ０１２

１９７８ 大企業 ０． ０００ ０． ４０１ ０． １２６ ０． １３３ ０． １１０

■
０． ２２５

一 ‘ ｉ
０． ００４

中企業 ０． ０００ Ｏ． ４６２ Ｏ． ０６９ ０． １２６ Ｏ． ０８０ Ｏ． ００２ ０． ２５０

’
０． ００５

■
Ｏ． ００７

小企業 ０． Ｏ０４ ０． ３８３ ０． ００４ ０． ０８２ ０． ０４７

．
０． ３７４ ０． ００５ ０． ０５５

’
０． Ｏ０９

　これまでに定年制に関する研究は，数多くの蓄積がなされている（Ｌ。。。。。

（１９８６），Ｇｏ，ｄｏｎ－Ｂ１ｍｄ
ｅｒ（１９８０），三谷（１９９２），大竹（１９９０），村松（１９８７），清家

（１９９呈３）。

しかし，これらは定年年齢に達した労働者を分析の対象にしている

に過ぎず，それ以前の労働者の離職行動については考察されていない。離職行

動を労働者の生涯期問における効用最大化行動の結果として捉えれは，若年労

働者に対しても定年制は何らかの影響を及ぼしていると考える方が自然であろ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２２）
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う。 また ，Ｏｈｋｕｓａ－Ａｒ１ｇａ－Ｂｒｕｎｅ１１ｏ－Ｋ１ｓｈ１－Ｏｈｔａ（１９９０）では賃金構造から定

年年齢における離職行動を表現できるとしている。この王張が正しいとすると ，

定年制は単に労働者の効用最大化の結果としての離職行動を制度化しているに

過ぎない 。

　本稿は以下のように構成されている。第２節では，定年制の離職行動に与え

る影響についての理論的考察がなされる。そこでは，影響の方向は正負の両方

が考えられることが示される。また，特に定年退職時の退職金の額が重要であ

ることも示される。第３節では，第２節で強調された定年退職時の退職金の額

が， 十分に高いか否かを，賃金，ボーナス，退職金の推定結果から確かめる 。

その結果，十分には高くないことが明らかにされる。第４節では，労働者やそ

の属している企業の細かい属性毎の離職率を推定し，第５節では定年制の離職

率に与える影響を検定する。最後に，政策的含意と今後の研究の方向性につい

てまとめられている 。

第２節　離職行動のモデル化

　まず，Ｏｈｋｕｓａ－Ａｒ１ｇａ－Ｂｒｕｎｅ１１ｏ－Ｋ１ｓｈ１－Ｏｈｔａ（１９９０リでの転職行動のモテル

を若干拡張したモテルを描写してみよう 。年齢（経験年数）をＡ，在職期問を

　　　　　　　　　　　　　　　　２）Ｔ， その他の労働者固有の属性（職種，学歴）をｂ，現在勤めている企業のタイ

プをｆ（定年制実施企業のときｆ：１，未実施企業のときｆ＝０），マクロの経済の状態

をｋ，現在勤めている企業の状態を ｚとする 。ｋと ｚはそれぞれ，前期の状態

を所与とする条件付き分布に従っているとする。さらに，現在勤めていない潜

在的な転職先の企業の状態（ｚ劣 で表す）とタイプ（ｆ劣 で表す）は，それぞれ

ｚの無条件分布Ｇとｆの分布Ｆに従っているとする。定年制を実施している

企業での定年年齢はＭとする。定年年齢とは別に，労働者が労働市場から退

出する引退年齢をＮ（≧Ｍ）とする 。

　ここで，いくつかの重要な仮定をおく 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（２３）
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仮定１ ：企業のタイプ（定年制を実施しているか否か）によっ て賃金構造は変わ

らない 。

仮定２ ：労働者の状態間移動の選択肢は ，

　・ 現在勤めている企業にとどまる

　・ ０ｎ　ｔｈｅ　ｊｏｂ　ｓｅａｒｃｈによる転職

　・ ０ｆｆ 　ｔｈｅ　ｊｏｂ 　ｓｅａｒｃｈをする為に失業する

　の３種類である 。

仮定３ ：引退後の収入はない 。

賃金構造を表す関数をｗ（Ａ，Ｔ，ｂ，ｋ，ｚ），割引ファクターを９，Ｏｎ　ｔｈｅ　ｊｏｂ

ｓｅａｒｃｈによっ て求職を行っている労働者が求人を行っている企業に出会う確

率を刃（ｋ），０丑ｔｈｅ　ｊｏｂ　ｓｅａｒｃｈによっ て求職を行っている労働者が求人を行 っ

ている企業に出会う確率を４（ｋ）で表すとする。当然，刃（ｋ）≦４（ｋ）（〉ｋ）と

する 。

　２－１　退職金なしの場合

　退職金の分析は後回しにして，今は簡単化のために賃金が唯一の生涯所得の

源泉であるとする。この時，現在就業している労働者の生涯所得Ｈは ，

　Ｈ（Ａ，Ｔ，ｂ，ｆ，ｋ，ｚ）

　　＝ｗ（Ａ，Ｔ，ｂ，ｋ，ｚ）十ｇＥ［ｍａｘ｛Ｈ（Ａ＋１，Ｔ＋１，ｂ，ｆ，ｋ
’， ｚ’ ）， Ｖ（Ａ＋１

，

　　　ｂ，ｋ
’）｝ｌｋ，ｚ］十〃（ｋ）Ｅ［ｍａｘ｛Ｏ，Ｈ（Ａ＋１，Ｏ，ｂ，戸，ｋ

’， ｚ“）一ｍａｘ｛Ｈ

　　　（Ａ＋１，Ｔ＋１，ｂ，ｆ，ｋ
’， ｚ’ ）， Ｖ（Ａ＋１，ｂ，ｋ

’）｝｝ｌｋ

，ｚ，〆～Ｆ］

　ｆｏｒ Ａ：１，２，… Ｎ－１；Ｔ＝１，２，… Ａ；ｆ＝Ｏ，１；〉ｂ，ｋ，ｚ
　… （１）

を満たす。また，現在失業している労働者の生涯所得Ｖは ，

　Ｖ（Ａ，ｂ，ｋ）

　　＝ｇ｛４（ｋ）Ｅ［Ｈ（Ａ＋１，Ｏ，ｂ，ｆ讐，ｋ
’， ｚ“ｌｋ，ｚ“～Ｇ，ｆ“～Ｆ］十（１－４（ｋ））Ｅ［Ｖ

（Ａ＋１，ｂ，ｋ
’）ｌｋ］｝

　　　　　　　　ｆｏｒ Ａ＝１，２，… Ｎ－１；ｆ＝Ｏ，１；〉ｂ，ｋ，ｚ　　　
…（２）

を満たす。仮定３より ，引退後のＶ（ ・） ，Ｈ（ ・）ともに０である。したがって ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　（２４）



　　　　　　　　　　　定年制の離職行動への影響（大日 ・竹廣）　　　　　　　　　２５

Ｈ（Ａ，Ｔ，ｂ，１，ｋ，ｚ）＝Ｏ　ｆｏｒ Ａ＝Ｍ＋１，Ｍ＋２，…
Ｎ－１；Ｔ：１，２

，…

Ａ；〉ｂ，ｋ，ｚである。これから ，

Ａ＝ Ｍ， ｆ＝１で，（１）は

　Ｈ（Ｍ，Ｔ，ｂ，１，ｋ，ｚ）

　　＝ｗ（Ｍ，Ｔ，ｂ，ｋ，ｚ）十ｇＥ［Ｖ（Ｍ＋１，ｂ，ｋ’）１ｋ］十ｇ／（ｋ）Ｅ［ｍａｘ｛Ｏ，Ｈ（Ｍ

　　　＋１，Ｏ，ｂ，Ｏ，ｋ
’，

ｚ箏）一Ｖ（Ｍ＋１，ｂ，ｋ
’）｝ｌｋ
，ｚ”～Ｇ，ｆ箏～Ｆ］

　　　　　　　　　　　　　　　　ｆｏｒ Ｔ＝１，２ ，… Ａ；〉ｂ，ｋ，ｚ 　　　（１）
’

である。このことから，次の補題が導かれる 。

補題１　Ｈ（Ａ，Ｔ，ｂ，１，ｋ，ｚ）≦Ｈ（Ａ，Ｔ，ｂ，Ｏ，ｋ，ｚ）ｆｏｒ　Ａ＝１，２，　 ，

Ｍ－１；Ｔ＝１，２，…Ａ；〉ｂ，ｋ，ｚ

証明　　Ａｐｐｅｎｄ１ｘ１を見よ 。

　さて各労働者の離職率は ，

ｑ（Ａ，Ｔ，ｂ，ｆ，ｋ，ｚ）＝ノ（ｋ）Ｐｒｏｂ．［Ｈ（Ａ＋１，Ｏ，ｂ，ｆ”，ｋ
’， ｚ杉）一ｍａｘ｛Ｈ（Ａ＋

１， Ｔ＋１，ｂ，ｆ，ｋ
’， ｚ’ ）， Ｖ（Ａ＋１，ｂ，ｋ’）｝＞Ｏｌｋ，ｚ，ｚ劣～Ｇ，ｆ汐～Ｆ］十Ｐ

ｒｏｂ ．［

ｍａｘ｛Ｈ（Ａ＋１，Ｔ＋１，ｂ，ｆ，ｋ
’， ｚ’ ）， Ｖ（Ａ＋１，ｂ，ｋ

’）｝ｌｋ，ｚ］

ｆｏｒ Ａ：１，２，… Ｎ－１；Ｔ＝１，２，…
Ａ；ｆ＝Ｏ，１；〉ｂ，ｋ，ｚ 　　　…（３）

で与えられる。実際に観察される離職率は ，（Ａ，Ｔ，ｂ，ｋ）で分類されている
　　３）

ので ，

Ｑ（Ａ，Ｔ，ｂ，ｋ）＝丁Ｔ　ｑ（Ａ，Ｔ，ｂ，ｆ，ｋ，ｚ）Ｆ（ｄｆ）Ｇ（ｄ
ｚ）

　　　　　　　　：（１－Ｐｒｏｂ．［ｆ牟＝１］）Ｔ　ｑ（Ａ，Ｔ，ｂ，Ｏ，ｋ，ｚ）Ｇ（ｄｚ）十Ｐｒｏｂ
．［ｆ讐

　　　　　　　　＝１］Ｔｑ（Ａ，Ｔ，ｂ，１，ｋ，ｚ）Ｇ（ｄｚ）

　　　　　　　ｆｏｒ Ａ＝１，２
，…

Ｎ－１；Ｔ：１，２
，…

Ａ；〉ｂ，ｋ　　　（４）

である 。

　定年制実施率のＱ（）への影響について，次の命題が成立する 。

命題１　定年制実施率のＱ（Ａ，Ｔ，ｂ，ｋ）ｆｏｒ　Ａ＝１，２，　 ，Ｍ －１ ，Ｔ＝１，２ ，

　　　　　 ・・ Ａ；〉ｂ，ｋ，ｚへの影響は，引き上げる効果と引き下げる効果が

　　　　ある 。

　証明　Ａｐｐｅｎｄ１ｘ１を見よ 。
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　引き上げる効果は，労働者の現在勤めている企業が定年制を行っているかど

うかの効果を示している。現在勤めている企業が定年制を実施していれば，補

題１より生涯所得が減少するので，離職しやすくなる。これを自企業効果と呼

ぶことにする。一方，引き下げる効果は，労働者の潜在的な転職先が定年制を

行っ ているかどうかの効果を示している。もし，定年制実施率が上がると ，潜

在的な転職先の期待生涯所得が千がるので，離職がしにくくなる。これを外部

効果と呼ぶことにする。両効果のいずれが大きいかは，先験的には明かではな

い。

　２－２　退職金ありの場合

　前の仮定を緩めて，退職金 ｓ（Ａ，Ｔ，ｂ，ｆ，ｋ，ｚ）が退職時に支払われると

しよう 。この時，（１）と（１）’はそれぞれ ，

Ｈ（Ａ，Ｔ，ｂ，ｆ，ｋ，ｚ）

　　＝ｗ（Ａ，Ｔ，ｂ，ｋ，ｚ）十ｇＥ［ｍａｘ｛Ｈ（Ａ＋１，Ｔ＋１，ｂ，ｆ，ｋ
’， ｚ’ ）， Ｖ（Ａ＋１

，

　　　ｂ，ｋ’）十ｓ（Ａ，Ｔ，ｂ，ｆ，ｋ，ｚ）｝ｌｋ，ｚ］十ｇ１（ｋ）Ｅ［ｍａｘ｛Ｏ，Ｈ（Ａ＋１，Ｏ，ｂ
，

　　　ｆ劣，ｋ
’， ｚ“）十ｓ（Ａ，Ｔ，ｂ，ｆ，ｋ，ｚ）一ｍａｘ｛Ｈ（Ａ＋１，Ｔ＋１，ｂ，ｆ，ｋ

’，

　　　 ｚ’
）， ｖ（Ａ＋１，ｂ，ｋ’）十ｓ（Ａ，Ｔ，ｂ，ｆ，ｋ，ｚ）｝｝ｌｋ，ｚ，ｚ箏～Ｇ，ｆ讐～Ｆ］

　　ｆｏｒ Ａ＝１，２
，…

Ｎ－１；Ｔ＝１，２，… Ａ；ｆ＝０，１；〉ｂ，ｋ，ｚ
…（５）

Ｈ（Ｍ，Ｔ，ｂ，１，ｋ，ｚ）

　　＝ｗ（Ｍ，Ｔ，ｂ，ｋ，ｚ）十ｓ（Ｍ，Ｔ，ｂ，１，ｋ，ｚ）十ｇＥ［Ｖ（Ｍ＋１，ｂ，ｋ
’）ｌｋ］

　　　　十〃（ｋ）Ｅ［ｍａｘ｛Ｏ，Ｈ（Ｍ＋１，Ｏ，ｂ，Ｏ，ｋ
’，

ｚ“）一Ｖ（Ｍ＋１，ｂ，ｋ
’）｝ｌｋ

，

　　　 ｚ劣～Ｇ，ｆ箏～Ｆ］

　　　　　　　　　　　　　ｆｏｒ Ｔ＝１，２，…
Ａ；〉ｂ，ｋ，ｚ　　　

…（５）’

である 。（２）は，そのままである 。

したがって，Ｈ（Ａ＋１，Ｏ，ｂ，ｆ讐，ｋ
’， ｚ讐）

　　　　　　　＝Ｈ（Ａ＋１，Ｏ，ｂ，戸，ｋ
’， ｚ“）十ｓ（Ａ，Ｔ，ｂ，ｆ，ｋ，ｚ）Ｖ（Ａ＋１

，

　　　　　　　　ｂ，ｋ’）：Ｖ（Ａ＋１，ｂ，ｋ’）十ｓ（Ａ，Ｔ，ｂ，ｆ，ｋ，ｚ）

　　　　　　　ｆｏｒ Ａ＝１，２，… Ｎ－２；Ｔ＝１，２，… Ａ；ｆ＝Ｏ，１；〉ｂ，ｋ，ｚ

　　　　　　　　　　　　　　　　　（２６）
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とすると ，分析は，２－１退職金なしの場合と同じ様に行える 。

　ここで，単純化の為に次の仮定を設ける 。

仮定４ ：ｓ（Ａ，Ｔ，ｂ，０，ｋ，ｚ）＝ｓ（Ａ，Ｔ，ｂ，１，ｋ，ｚ）ｆｏｒ　Ａ＝１，２，… Ｍ

－１；Ｔ＝１，２
，…

Ａ；ｆ＝Ｏ，１，；〉ｂ，ｋ，ｚ

　また ，ｓ（Ｍ，Ｔ，ｂ，Ｏ，ｋ，ｚ）≠ｓ（Ｍ，Ｔ，ｂ，１，ｋ，ｚ）　ｆｏｒ　Ｔ＝１，２，…

Ｍ；〉ｂ，ｋ，ｚ

仮定４は，退職金は定年退職時を除いて離職行動に関して中立的である事を意

味している。しかし，定年制は制度的強制的な解雇を意味するので，定年退職

時の退職金はその補償としての意味を持つ。したがって ，ｓ（Ｍ，Ｔ，ｂ，Ｏ，ｋ ，

ｚ）＜ｓ（Ｍ，Ｔ，ｂ，１，ｋ，ｚ）なる可能性は排除しない 。

ｓ（Ｍ，Ｔ，ｂ，１，ｋ，ｚ）の程度によっ て， 次の３つの場合分けがされる 。

　ｓ（Ｍ，Ｔ，ｂ，１，ｋ，ｚ）……Ｈ（Ｍ，Ｔ，ｂ，Ｏ，ｋ，ｚ）一Ｈ（Ｍ，Ｔ，ｂ，１，ｋ，ｚ）

　　　　　 ｏｖｅｒ　ｃｏｍｐｅｎｓａｔｅｄ　ｃａｓｅ

　　　 〈・＞　ｆｕｌ１ｃｏｍｐｅｎｓａｔｅｄ　ｃａｓｅ

　　　　　 ｕｎｄｅｒ　ｃｏｍｐｅｎｓａｔｅ（１ｃａｓｅ

　　　　　　　　ｆｏｒ Ｔ＝１，２，… Ａ；ｆ＝Ｏ，１；〉ｂ，ｋ，ｚ

　退職金がある場合の定年制実施率のＱ（ ・）への影響について，次の命題が

成立する 。

命題２　定年退職時の退職金の大小によっ て， 定年制実施率の増加は ，

　ｕｎｄｅｒ　ｃｏｍｐｅｎｓａｔｅｄ　ｃａｓｅ 自企業効果は，Ｑ（Ａ，Ｔ，ｂ，ｋ）を引き上ける 。

　　　　　　　　　　　　　外部効果は，Ｑ（Ａ，Ｔ，ｂ，ｋ）を引き下げる 。

　　　　　　　　　　　　６Ｑ（Ａ，Ｔ，ｂ，ｋ）
　ｆｕ１１ｃｏｍｐｅｎｓａｔｅｄ　ｃａｓｅ　　　　　　　　　　：０
　　　　　　　　　　　　　６Ｐｒｏｂ ．［ｆ劣＝１］

　ｏｖｅｒ　ｃｏｍｐｅｎｓａｔｅｄ　ｃａｓｅ 自企業効呆は，Ｑ（Ａ，Ｔ，ｂ，ｋ）を引き下ける 。

　　　　　　　　　　　　外部効果は，Ｑ（Ａ，Ｔ，ｂ，ｋ）を引き上げる 。

証明　　Ａｐｐｅｎｄｌｘ１を見よ
。

　２－３　定年延長

　ｆ＝Ｏ，１に加えて，定年年令がＮ’（＞Ｎ）なる定年延長企業ｆ：２を考える 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（２７）
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この時，補題１より ，明らかに

　　Ｈ（Ａ，Ｔ，ｂ，１，ｋ，ｚ）≦Ｈ（Ａ，Ｔ，ｂ，２，ｋ，ｚ）≦Ｈ（Ａ，Ｔ，ｂ，Ｏ，ｋ，ｚ）

　　　　　　　　ｆｏｒ Ａ＝１，２，… Ｎ－１；Ｔ＝１，２，… Ａ；〉ｂ，ｋ，ｚ

である。つまり ，定年延長は，定年実施率の低下と同じ方向に影響する。した

がっ て， 命題２から次の命題が導かれる 。

命題３　定年退職時の退職金の大小によっ て定年延長は ，

　ｍｄｅｒ　ｃｏｍｐｅｎｓａｔｅｄ　ｃａｓｅ 自企業効果は，Ｑ（Ａ，Ｔ，ｂ，ｋ）を引き下げる 。

　　　　　　　　　　　　外部効果は，Ｑ（Ａ，Ｔ，ｂ，ｋ）を引き上げる 。

　　　　　　　　　　　　　６Ｑ（Ａ，Ｔ，ｂ，ｋ）　ｆｕｌ１ｃｏｍｐｅｎｓａｔｅｄ　ｃａｓｅ　　　　　　　　　　　　　　＝Ｏ
　　　　　　　　　　　　（ＮＰｒｏｂ［Ｆ＝１］十Ｎ’Ｐｒｏｂ［ｆ’＝２］）

　　　　　　　　　　　６
　　　　　　　　　　　　　　　Ｐｒｏｂ［ｆ’ ≧１］

　ｏｖｅｒ　ｃｏｍｐｅｎｓａｔｅｄ　ｃａｓｅ 自企業効果は，Ｑ（Ａ，Ｔ，ｂ，ｋ）を引き上げる 。

　　　　　　　　　　　　外部効果は，Ｑ（Ａ，Ｔ，ｂ，ｋ）を引き下げる 。

第３節　定年時退職金の評価

　前節での命題２ ，３で強調されているように，定年時退職金の大きさは非常

に重要な役割を持つ。しかし，実際の定年時退職金が，どの場合分けに入るか

についてはたぶんに実証的な問題である。そこで，第２節でのモデルを非常に

単純化したモデルをたてて，生涯所得を計算して確かめる 。

　追加的な仮定として，まず失業してのＯｆｆ　ｔｈｅ　ｊｏｂ　ｓｅａｒｃｈは行わないとする 。

また，所得の源泉として賃金，ボーナス，退職金を考え，これらはｋ ，ｚ に依

存していないとする。言い替えると ，労働者は将来に対して静的な期待を持 っ

ているとする。さらに，離職率は本来は内生化されるべきものであるが，ここ

では簡単化のために５５～５９才では１３％，６０才以上は３７％と外生的に与えて固定

する。これらの数値は，雇用動向調査から得た。この時，（５）は

　Ｈ（Ａ，Ｔ，ｂ，ｆ）

　　　　　　　　　　　　　　　　（２８）
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　　＝ｗ（Ａ，Ｔ，ｂ）十ｂ（Ａ，Ｔ，ｂ）十ｇ（１－ｑ（Ａ））Ｈ（Ａ＋１，Ｔ

　　　＋１，ｂ，０＋ｇｑ（Ａ）（Ｈ（Ａ＋１，Ｏ，ｂ，ｆ箏）十ｓ（Ａ，Ｔ，ｂ，Ｄ）　　　…（６）

　　　　　　　　ｆｏｒ Ａ＝１，２，… Ｎ－１；Ｔ＝１，２
，…

Ａ；ｆ＝Ｏ，１；〉ｂ，ｋ
，

Ｚ

となる 。この（６）を用いて ，

　」（Ｍ，Ｔ，ｂ）＝Ｈ（Ｍ，Ｔ，ｂ，Ｏ）一Ｈ（Ｍ，Ｔ，ｂ，１）一ｓ（Ｍ，Ｔ，ｂ，１）　ｆｏｒ　Ｔ

＝１，２
，…
Ｍ；〉ｂ

を定義する。言うまでもなく ，」（Ｍ，Ｔ，ｂ）＞Ｏの場合に ｕｎｄｅｒ　ｃｏｍｐｅｎｓａｔｅｄ

であり ，」（Ｍ，Ｔ，ｂ）＜Ｏの場合に ｏｖｅｒ　ｃｏｍｐｅｎｓａｔｅｄである 。

　賃金，ボーナス，退職金の構造は，職種毎に以下のような推定式の推定結果

として与える 。

　１ｏｇＷ＝房 １，〇十房 １，１Ａ＋房 １，２Ａ２＋房 １，３丁十房１４
Ｔ２ ＋房 １，５Ａ ・丁十ｇ １．６ＥＤ　　　　…（７）

　１ｏｇＢ＝房
２，
ｏ＋房 ２，１Ａ＋房２，２Ａ２＋房２，３Ｔ＋房 ２，４Ｔ２＋房 ２，５Ａ ・Ｔ＋房２，６ＥＤ　　　　　　…（８）

　１ｏｇＳ＝汐
３，
〇十汐

３，
１丁十房

３２
Ｔ２ ＋房３３ＥＤ＋房３，５ＲＳＮ　　　　　　　　　　　　…（９）

　　　但し，ＥＤは学歴ダミーベクトル

　　　　　　ＲＳＮは定年退職ダミー（定年退職時にＯ ，その他１）

（７）式でのＷと（８）式でのＢはそれぞれ，製造業（企業規模計）男子労働者の労

働時問当たり賃金とボーナスである 。（９）式でのＳは
，（７），（８）で用いたのと同じ

労働者の退職金である。（９）式において経験年数（Ａ）に関する項が抜けている

のは，この調査では経験年数と在職期問を分けて報告されていないために，両

者を同時に推定式に入れると完全な多重共線性を起こすからである。賃金とボ

ーナスの出典は，賃金センサス（１９８３年）で，標本数はブルー・ カラー で１５４ ，

ホワイト ・カラー で２９６である。退職金の出典は，退職金制度 ・支給実態調査

（１９７５．１９７８．１９８１．１９８５年）で，標本数はブルー・ カラー で２６８，ホワイト ・カ

ラー で４０５である。推定方法は，Ｗｈｉｔｅの不均一分散に関して頑健性のある推

定法を用いる 。

　推定結果は，表２ －１と表２－ ２にそれぞれまとめられている。いずれの推定

結果も ，決定係数はかなり高く ，係数も全て有意なので，これらの関数型は適

　　　　　　　　　　　　　　　　　（２９）
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表２－１　所得関数の推定（ブルー・ カラー）

賃　　金 ボーナス 退職金
定　　　数　　　項 一０ ，４６８（一１６ ．４） ３， ７４９（１６１ ．５） ６． ２７９０（６３ ．３５）

年　　　　　　齢 ０． ０４３３（２２ ．７） Ｏ． ０６４９（４８ ．０１）

年　　　　　　齢
２
一０ ，８０８Ｅ－３（一２６ ．Ｏ） 一０ ，７４０Ｅ－３（一３９ ．８）

勤　　続　　年　　数 ０． ０２４６（１２ ．３） Ｏ． ０１７９（７ ．４９） ０． ３１５１（２９ ．６８）

勤　続　年　数
２
一０ ，２０３Ｅ－３（一３ ．７０） 一０ ，１５０Ｅ－３（一２ ．８１） 一０ ，４３８Ｅ－２（一１９ ．９）

年齢と勤続年数の交差 一０ ，１２０Ｅ－３（一２ ．０５） Ｏ． １４９１Ｅ－４（０ ．２６）

高卒以上ダミー
Ｏ． ０５１３（５ ．０２） Ｏ． ０６１０（８ ．９８） ０． ２２５９（４ ．２３）

退　　職　　理　　由 一０ ，５０８（一１０ ．６）

Ｒ２ Ｏ． ９４３ ０． ８９０ ０． ９５８

標　　　本　　　数 １５４ １５４ ２６８

（）はｔ 値

表２－２　所得関数の推定（ホワイト ・カラー）

賃　　金 ボーナス 退職金
定　　　数　　　項 一０ ，４９８（一２５ ．５） ３， １５９（６２ ．７６） ６． ０９４１（６５ ．７５）

経　　験　　年　　数 Ｏ． ０５４６（３４ ．７） ０． ０９３６（３５ ．６９）

経　験　年　数
２
一０ ，１０１Ｅ－２（一３０ ．４） 一〇 ．９９５Ｅ－３（一２９ ．８）

勤　　続　　年　　数 Ｏ． ０１５０（８ ．４２） ０． ６３１６Ｅ－２（２ ．３４） ０． ３３９４　（３７ ．７２）

勤　　続　　年　　数
２
一０ ，２８４Ｅ－３（一４ ．０８） 一０ ，１８４Ｅ－３（一３ ．００） 一０ ，４９８Ｅ－２（一２４ ．２）

経験年数と勤続年数の
交　　　差　　　項

０，２２８Ｅ－３（３ ．４２） Ｏ． ２２６６Ｅ－３（３ ．３５）

高　卒　ダ　ミ　 ー ０． ０９６２（９ ．９８） ０． １２４３（１２ ．４４）

高專短大卒ダミー ０， １８７（１１ ．７） ０． ２３１２（１９ ．２９）

大　卒　ダ　ミ　 ー ０， ３０４（２１ ．２） ０． ３７８２（２５ ．７８） ０． ２９９２（７ ．４１）

退　　職　　理　　由 一０ ．５２２９（一１３ ．５）

Ｒ２ Ｏ． ９２２ ０． ７８９ Ｏ． ９６１

標　　　本　　　数 ２９６ ２９６ ４０５

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（）はｔ 値

切であると判断できる。推定された係数値からなるベクトルを９，その分散共

分散行列を■とする。房を用いて，大卒で，定年年齢は５５才で引退年齢は７０才

　　　　　　　　　　　　４）での」（Ｍ，Ｔ，ｂ）を（６）を用いて求める。求められた職種毎の」（Ｍ，Ｔ，ｂ）と

その９９％信頼区間を，在職期間に関して図示したのが図１－１と図１－２である 。

信頼区問は，Ｎ（房，■）にしたがって房
１（
１＝１，２，　 ，１０００）をｄｒａｗし，そ

れに基づいて求められる」ｉ（Ｍ，Ｔ，ｂ）（ｉ＝１，２，…
１ＯＯＯ）の９９％が含まれる

領域として設定した 。

（３０）
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　　　　　　Ｔｅｎｕｒｅ　ｉｎ　Ｙｅａｒｓ

定年時退職金（△（Ｍ，Ｔ，・ ））の評価（ホワイト ・カラー）
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　　　０５１０１５２０２５３０３５　　　　　　　　　　　　　　　Ｔｅｎｕｒｅ　
ｉｎ　Ｙｅ趾ｓ

　図から明らかなように，ブルー・ カラーでの在職期間がごく短い労働者を例

外として，ほとんど全ての労働者で有意に」（Ｍ，Ｔ，ｂ）＞Ｏ，つまり定年時退

　　　　　　　　　　　　　　　　　（３１）
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職金はｍｄｅｒ　ｃｏｍｐｅｎｓａｔｅｄである。また，全体的にはフルー・ カラーよりも

ホワイト ・カラーの方がより多く補償されており ，」（Ｍ，Ｔ，ｂ）が小さい 。

さらに，ブルー・ カラーでは勤続年数が長いほど補償が不十分であるが，ホワ

イト ・カラーでは逆に勤続年数が短いほど不十分である 。

　本節の分析から，定年時退職金は ｕｎｄｅｒ　ｃｏｍｐｅｎｓａｔｅｄであることが分か っ
た。 したがって前節での考察から，定年制実施率の増加にともなっ て離職率が

上昇（低下）すれば，自企業効果が相対的に外部性効果を上（下）回 っている

ことを意味している。また，定年年齢の引き上げによっ て離職率が上昇（低

下）すれば，自企業効果が相対的に外部性効果を下（上）回っていることを意

味している 。

第４節　離職率の推定

　本節ではまず，大日 ・岸 ・太田 ・西山 ・竹広（１９９１）で行ったカルマン ・フ

ィルターを用いた離職率の推定について説明する。この研究は，離職率が，実

際には経済成長や景気循環といっ たマクロの状態，産業や企業規模なとの企業

側の状態や性別，職種（ブルー・ カラー ホワイト ・カラーの別），年齢，在職期

問， 学歴といっ た労働者の属性に広く依存しているにもかかわらず，利用可能

な公表テータではこのような細かい分類がなされていないという問題点を克服

する事を目的としている。より具体的には，賃金センサスのデータから事前情

報に基づくカルマン ・フィルターによっ て１９６４年から１９８３年の問の製造業，企

業規模別，男子，学歴別，年齢別，在職期問別，職種別の離職率の推定値を求

めたものである。以下にその方法を示す 。

　賃金センサスのテータを用いて，製造業，男子の企業規模別，職種別，学歴

別で年齢区分，勤続年数区分により作られるコーホートから，コーホート問の

労働者の離職率を導出し，コーホート毎の離職率の推移を求めることができ ，

これによっ て， 雇用動向調査では捉えられない，労働者や企業の属性に細かく
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分類された離職率を，時系列的に整合的に得ることができる 。

　賃金センサスでのいくつかのコーホートを足し合わせると ，年齢３４歳以下で

は５年刻みに年齢と在職期問を区切れる。一方，３５歳以上５９歳以下の労働者は ，

賃金センサスの区分上１０年刻みで年齢と在職期問を区切られている。したが っ

て， 年齢と在職期間に関して正方形をしたコーホートの組を取ることができる 。

図２にその模様が示されている。図の垂直方向，水平方向の目盛りは，それぞ

れ労働者の年齢と勤続年数を示している。例えば，コーホート１の労働者は年

齢１９歳以下，勤続年数５年未満である。図での小さい正方形は５年刻みで区切

られるコーホートを，大きい正方形は１０年刻みで区切られるコーホートをそれ

ぞれ示している 。

　コーホート１の労働者は離職していなければ５年後にはコーホート３に移動

していることになる。このように各コーホートの労働者は５年後（ないしは１０

年後）一つずつ右下のコーホートに移動し，その人数の差が離職者である 。こ

の離職者数を下のコーホートの労働者数で割ったものが求める離職率である 。

この離職率は，年齢と在職期間に関して５年（ないしは１０年）毎に区切られた

コーホートでの平均離職率であることに留意しなければならない。例えば，最

も在職期間が短いコーホートは在職期問が５年未満であるが，在職期間が１年

未満の労働者と４年以上５年未満の労働者の離職率は大きく異なると考えられ

る。 また，１９歳以下在職期問が５年未満の中卒労働者と高卒労働者の離職率と

比較する時，両者のコーホート内での労働者の分布が異なることに注意しなけ

れはならない。なぜならは，局卒労働者で１８歳未満の者や在職期問が３年以上

の者は定義上存在しないからである 。

　なお，企業そのものの企業規模問移動や沖縄復帰等による企業の新設以外の

理由で労働者数が変化することがしばしばある。これらは，本来は労働者は必

ず在職期間が低いコーホートからより高いコーホートヘの動くが，かつて在職

期間が低いコーホートに分類されることもなく突然に高い在職期間を持つコー

ホートに分類される労働者が存在することを意味している。その点を回避する

ために労働者数は右下のコーホートと比較する際に該当する企業規模の企業数
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図２　賃金センサスにおけるコーホートの構成
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で標準化している。このことによっ て， 労働者数は１企業当たりの労働者数に

定義し直され，さらに対象となっ ている５年間（ないしは１０年問）で企業数が不

変であるという状況での離職率を求めることになるので，企業数の変化とは独
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　　　　　　　　　　定年制の離職行動への影響（大日 ・竹廣）　　　　　　　　　３５

立に離職率を求められる 。

　このようにして離職率が求められるコーホートは，１９６４～１９８３年のコーホー

ト１～９と１９６４～１９７８年のコーホート１０～１７である。このようにコーホートに

よっ て離職率が求められる期間が異なるのは，コーホートの年齢や在職期問の

区切りが５年と１０年とがあるので，最後の５年後と１０年後の組が定義できる年
　　　　　　　　　　　　　　　５）
に５年問の差が生じるためである 。（詳しい導出方法はＡｐｐ．ｎ出ｘ２にある 。）

第５節　定年制の影響

　雇用管理調査報告は数年に一度，退職管理に関する調査を実施している 。こ

れにより定年制実施状況及ひ定年年齢の企業数分布を得ることができる。表１

は雇用管理調査から，定年制実施率と平均定年年齢の趨勢を示している。これ

によると定年制実施率は近年徐々に上昇し，企業規模が大きくなるほと実施率

は高くなっ ている。また，定年年齢も徐々に高く設定される傾向にある。はた

して，定年制は離職行動にどのような影響を与えるのだろうか。また，若年労

働者と中高年労働者とでは影響が異なるのであろうか 。

　まず，理論的に考えられる仮説を整理してみよう 。全部で４つの仮説が考え

られる 。Ｏｈｋｕｓａ－Ａｒ１ｇａ－Ｂｒｕｎｅ１１ｏ－Ｋ１ｓｈ１－Ｏｈｔａ（１９９０）によれは，賃金構造の

みから定年年齢付近での離職行動が説明される。つまり ，定年制は内生的であ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）
る。 この場合には定年制実施率は何ら離職行動に影響を及ぼさない 。

　一方，Ｏｈｋｕｓａ－Ａｒ１ｇａ－Ｂｒｕｎｅ１１ｏ－Ｋ１ｓｈ１－Ｏｈｔａ（１９９０）の王張が否定されるな

らば定年制は労働者にとっ て外生的である。つまり ，第２節で想定していた経

済である。この場合，定年時退職金の程度によっ て３つの場合一ｕｎｄｅｒ　ｃｏｍ －

ｐｅｎｓａｔｅｄ　ｃａｓｅ，ｆｕ１１ｃｏｍｐｅｎｓａｔｅｄ　ｃａｓｅ　ｏｖｅｒ　ｃｏｍｐｅｎｓａｔｅｄ　ｃａｓｅ一が考えられた
。

しかし，第３節の分析によっ て， ｕｎｄｅｒ　ｃｏｍｐｅｎｓａｔｅｄを想定するのがもっとも

適当であることが明らかにされた。この場合には，二つの効果は次のように解

釈される。ある労働者の属する企業に定年制が導入されるならば，それは瞬問
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　３６　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４２巻 ・第１号）

的な生涯所得の減少を意味しており ，この労働者は定年制の導入されていない

企業への転職を望むであろう 。つまり ，自企業効果は定年制実施が離職行動を

促進させる効果である。一方で，定年制実施率の上昇は潜在的な転職先の企業

が次々と定年制を導入することを意味している。これによっ て， 転職による利

益が減少するので，現在の企業にとどまることを選択し，離職行動は抑えられ

る。 つまり ，外部性効果は定年制実施が離職行動を抑制させる効果である。定

年年齢の変化に関しても，定年年齢の引き上げ（引き下げ）は定年制実施率の

実質的な低下（上昇）とみなすことができ ，同様の議論ができる（命題３）。

　以上の仮説を確かめるために，被説明変数を第４節で推定した離職率を用い ，

定年実施率と平均定年年齢をそれぞれＴＲ，ＴＡとして，次のような式を推定

する 。

　１ｏｇ（Ｓ／（１－Ｓ））：房ｏ＋房１Ｃ＋房２ＦＬ＋ｇ３ＦＭ＋９４ＥＨ＋房５ＥＵ＋房６Ａ２２＋ｇ７Ａ２７

　　＋房８Ａ３２＋房ｇＡ４５＋房 １０Ａ５５＋房１１Ｔ５＋房 １２Ｔ７＋ｇ１３Ｔ１２＋房１４Ｔ１５＋房１５Ｔ２５

　　＋（房１６＋房１７Ｃ＋房１８ＦＬ＋房 １ｇＦＭ＋房２０ＥＨ＋房２１ＥＵ＋房２２Ａ２２＋房２３Ａ２７

　　＋ｇ２４Ａ３２＋房２５Ａ４５＋房２６Ａ５５＋房２７Ｔ５＋房２８Ｔ７＋房２ｇＴ１２＋房３０
Ｔ１５

　　＋房３１
Ｔ２５） ・Ｘ

　　　　　　（Ｘ＝ＴＲ，ＴＡ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 …¢Ｏ

Ａ。， Ｔ、 は， それぞれ経験年数あるいは在職期問がｙ年を中心とするコーホー

トに属する労働者を１ ，それ以外を０とするダミー変数である。定数項は，年

齢１７歳，在職期間２年を中心とするコーホートに属する労働者である。　般的

なＨｍａｎ　Ｃａｐ１ｔａ１の指標として労働者の職種Ｃ（ブルー　カラー＝１，ホワイト

・カラー＝Ｏ），学歴ＥＨ（高卒 ＝１，その他 ：Ｏ），ＥＵ（大卒 ＝１，その他＝Ｏ）また ，

労働者が現在勤めている企業の属性として，企業規模ＦＬ（大企業 ＝１，その他＝

Ｏ），ＦＭ（中企業 ＝１，その他＝Ｏ）を用いる。（６）～（９）式とは異なり年齢や在職期

問のダミーを多く入れた式を推定するのは，定年制の年齢毎に与える影響をよ

り細かく捉えるためである。推定には雇用管理調査の実施された１９６７年，１９７０

年， １９７３年，１９７６年，１９７８年のデータのみを用いた。推定法は，（６）～（９）式と同

じ， Ｗｈｉｔｅの不均一分散に関して頑健性のある推定法を用いる。標本数は
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表３－１　定年制実施率（ＴＲ）を入れた推定結果

３７

ＴＲとの交差項

定 数 項 一１ ，８００榊“ （一４ ．４９） 一０ ．５２８ （一１ ．０５）

職 種 一０ ．０７２ （一０ ．２７） １， １６２舳“ （３ ．４０）

大 企 業 ７， １８５舳讐 （３ ．４９） 一８ ，５９７舳讐 （一４ ．１０）

中 企 業 １， ８９７舳“ （４ ．６４） 一２ ，６７５◆榊 （一５ ．８９）

高 校 卒 一０ ．１４９ （一〇 ．８７） 一０ ．０２７ （一〇 ．１２）

大 学 卒 一〇 ．２４０ （一〇 ．６９） ０． ４６７ （１ ．０５）

年 齢２０～２５ Ｏ． ３４６ （Ｏ ．９０） 一０ ．７６１ （一１ ．６１）

年 齢２５－３０ Ｏ． ５１９ （１ ．３８） 一１ ，１０２舳 （一２ ．３６）

年 齢３０～３５ ０， ２６４“ （１ ．７６） 一１ ，２１５榊“ （一２ ．８０）

年 齢４０～５０ 一１ ，５４６榊讐 （一４ ．９１） ２， ８９１舳“ （６ ．２８）

年 齢５０～６０ 一２ ，５４５舳“ （一７ ．６７） ５， ４９１舳“ （１１ ．４９）

在職期間０～５ 一〇 ．９５４榊“ （一３ ．４３） ０， ７１９舳 （２ ．１１）

在職期問５～１０ 一１ ，１０８舳“ （一３ ．０２） Ｏ． ６０６ （１ ．３６）

在職期間１０～１５ ０， ７９１舳 （２ ．０９） 一１ ，８３７“榊 （一３ ．６５）

在職期間１５～２０ 一０ ．２６７ （２ ．０９） 一１ ，２４１榊 （一３ ．６５）

在職期間２０～３０ 一２ ，８１４帥宗 （一５ ．２１） １， ６９８舳 （２ ．４１）

標 本 数 １２８７

Ｒ２ ０． ６４７

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　）内はｔ値
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 “榊： １％有意　　舳： ５％有意　　

“： １０％有意

１２８７である。表３ －１は定年制実施率を，表３－２は定年年齢を入れた推定結果

を示している。表３ －１ ，２における推定された係数値はあくまでも ，定数項

である労働者からの差に過ぎない。しかし，以下の議論では，各年令層毎の定

年制の変化に対する離職率の反応が中心となるので，定数項である労働者から

の差ではなく全体的な反応が重要である。例えば，４５才を中心とするコーホー

トにおける定年制の離職率への影響は，房 。。十房。。 である。このように，年齢に

関する係数のみを表現し直した係数値を表４にまとめておく 。

　検定すべき仮説は次のようになる 。Ｏｈｋｕｓａ－Ａｒ１ｇａ－Ｂｒｕｎｅ１１ｏ－Ｋ１ｓｈ卜Ｏｈｔａ

（１９９０）での主張を帰毎仮説とすると ，ＴＲ（ＴＡ）に関する項はＯである。また ，

定年年齢にのみ影響が現れるならは，定年年令である５５才を中心とするコーホ

ート以外では推定値はＯである。さらに，定年制の影響が全年齢に及ぶ場合 ，

自企業効果は，それらの項が，ＸがＴＲのときには正でＸがＴＡのときには負

になる。一方，外部性効果は自企業効果とは逆の符号になる 。
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表３－２　定年年齢（ＴＡ）を入れた推定結果

ＴＡとの交差項

定 数 項 一４ ．８８８ （一１ ．１０） ０． ０４５ （０ ．５７）

職 種 ２． １２３ （０ ．６３） 一０ ．０２２ （一０ ．３７）

大 企 業 一０ ．９３０ （一０ ．２９） 一０ ．００３ （一０ ．０５）

中 企 業 ５， ０１５榊 （２ ．０３） 一０ ，０９６榊 （一２ ．２１）

高 校 卒 １． ０６６ （０ ．３５） 一０ ．０２２ （一０ ．４１）

大 学 卒 ２． ０９３ （０ ．４３） 一０ ．０３４ （一〇 ．４０）

年 齢２０～２５ 一５ ．９７５ （一１ ．５３） ０． １００ （１ ．４５）

年 齢２５～３０ 一７ ．０５５ （一１ ．５６） Ｏ． １１６ （１ ．４７）

年 齢３０－３５ 一７ ．１４９ （一１ ．８７） Ｏ． １１８“ （１ ．７６）

年 齢４０～５０ １９ ，２１６榊“ （２ ．６０） 一〇 ．３２６榊 （一２ ．５０）

年 齢５０～６０ ３６ ，４０６舳“ （４ ．５７） 一０ ，６１１舳“ （一４ ．３４）

在職期問Ｏ～５
１． ６４２ （０ ．４９） 一０ ．０３５ （一０ ．５９）

在職期問５～１０
２． ８３６ （０ ．７５） 一〇 ．０６０ （一０ ．９１）

在職期間１０～１５ 一１３ ，７７７舳 （一２ ．２９） ０， ２３２榊 （２ ．１８）

在職期問１５～２０ 一５ ．３９５ （一０ ．７２） ０． ０７３ （０ ．５６）

在職期問２０～３０
７． ００４ （０ ．７２） 一０ ．１４７ （一〇 ．８５）

標 本 数 １２８７

Ｒ２ Ｏ． ５６４

　　　　榊“： １％有意

表４　年齢に関する項

　　　　（）内はｔ値
舳： ５％有意　　ぐ： １０％有意

定年実施率 ＴＲとの交差項

年 齢 ２０
～

２５ 一１ ．４５４１１ （一３ ．５６） 一１ ．２８８５６ （一２ ．４７）

年 齢 ２５
～

３０ 一１ ．２８１１７ （一３ ．１２） 一１ ．６２９３８ （一３ ．０７）

年 齢 ３０
～

３５ 一１ ．１７５７３ （一３ ．３３） 一１ ．７４２５２ （一３ ．８０）

年 齢 ４０
～

５０ 一３ ．３４５５１ （一６ ．５５） ２． ３６３０１ （ ３． ４１）

年 齢 ５０
～

６０ 一４ ．３４５３９ （一８ ．４６） ４． ９６３６９ （ ７． １９）

定年年齢 ＴＡとの交差項

年 齢 ２０
～

２５ 一１０ ．８６３００ （一１ ．９４） ０． １４４４０ （ １． ４８）

年 齢 ２５

～
３０ 一１１ ．９４３７３ （一１ ．９６） Ｏ． １６１１５ （ １． ５１）

年 齢 ３０
～

３５ 一１２ ．０３６８７ （一２ ．２６） Ｏ． １６２８９ （ １． ７７）

年 齢 ４０
～

５０ １４ ．３２８１４ （１ ．６５） 一〇 ．２８１３１ （一１ ．８６）

年 齢 ５０
～

６０ ３１ ．５１８０３ （３ ．５２） 一０ ．５６６０４ （一３ ．６０）

（）内はｔ値

これらの仮説に基づいて，推定の結果を評価してみよう 。ＴＲ（ＴＡ）に関す

る項の全てが有意にＯではないので ，Ｏｈｋｕｓａ－Ａｒ１ｇａ－Ｂｒｍｅ１１ｏ－Ｋ１ｓ
ｈ１－Ｏｈｔａ

　　　　　　　　　　　　（３８）
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（１９９０）の主張は棄却される。また，定年制は５５才を中心とするコーホート以

外にも明らかに影響を及ぼしている。これは，第３節において明らかにした定

年時退職金は定年制による生涯賃金の損失を完全には補償していないという結

論と整合的である 。

　これらの仮説に基づいて，推定の結果を評価してみよう 。ＴＲ（ＴＡ）に関す

る項の全てが有意にＯではないので，Ｏｈｋｕｓａ－Ａｒ１ｇａ－Ｂｒｍｅ１１ｏ－Ｋ １ｓｈ１－Ｏｈｔａ

（１９９０）の主張は棄却される。また，定年制は５５才を中心とするコーホート以

外にも明らかに影響を及ぼしている。これは，第３節において明らかにした定

年時退職金は定年制による生涯賃金の損失を完全には補償していないという結

論と整合的である 。

　房 １６ は， 有意でない。これは，最も若く在職期間が短い労働者は定年制や定

年年齢の影響を受けていないことを示している。表３から明らかに，定年制実

施率の増加は有意に若年労働者の離職を減少させていることがわかる 。つまり ，

外部性効果の方が大きい。逆に，定年制実施率の増加は有意に中高年労働者の

離職を増加させている。つまり ，自企業効果の方が大きい。しかし，在職期間

タミーとＴＲとの父差項に，有意な係数が多いものの年齢の場合ほと明かなパ

ターンは見いだせない。これは，定年制が基本的に在職期間ではなく年齢に関

する制度である事によると思われる。全体的に係数は，在職期間の低い労働者

（１５年以下）では負であり ，在職期問の長い労働者（２５年）で正であると解釈で

きる。その他の属性とＴＲとの交差項は以下のようである。定年制実施率の増

加の離職行動に与える影響は，ホワイト ・カラーよりブルー・ カラーの方が ，

また，企業規模が小さいほど大きい。学歴に関しては，有意な差はない。この

結果は，定年制実施率が比較的低い属性を持つ労働者の方が相対的に自企業効

果が大きくなることを示してるのかもしれない 。

　一方，定年年齢の変化の離職行動に与える影響も ，定年制実施率の影響と符

号を逆にしてほぼ同じことが言える。ただ，全体的にはかなり結果が不安定で
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）
あり ，定年制実施率では有意であ った係数が有意でない場合もある 。

推定の結果をまとめると次のようになる。まず，Ｏｈｋｕｓａ－Ａｒ１ｇａ－Ｂｒｍｅｌｌｏ 一

　　　　　　　　　　　　　　　　（３９）



　４０　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４２巻 ・第１号）

Ｋ１ｓｈ１－Ｏｈｔａ（１９９０）での定年制が内生的であるという主張は，強く否定される 。

また，定年制における退職金も完全な補償ではない。また，相対的に若年労働

者ほど外部性効果が大きく ，中高年労働者ほど自企業効果が大きい 。

第６節　結びに代えて

　本稿では，定年制の離職行動への影響を，まず理論的に考察した後に，実証

的に検討した。理論的な考察によっ て， 自企業効果と外部性効果があり ，定年

退職金の程度が重要な役割を担っていることを明らかにした。また，賃金，ボ

ーナス，退職金の関数を用いた簡単な生涯所得の計算から，定年時退職金は定

年という強制的な解雇による生涯所得の損失分を補償していないことが明かに

された 。

　離職率の定年制との推定の結果，定年制実施率の上昇は中高年労働者には離

職を促す効果があることが明らかになっ た。 逆に定年年齢から遠い若年労働者

にとっ ては，定年制実施率の上昇が離職をおさえるという結果を得た。これは ，

中高年労働者では自企業効果が強く ，若年労働者では外部性効果が強いとする

理論的考察と整合的である。最近，高齢化政策の中心的課題として定年延長の

必要性が注目されているが，本稿で得た結果によれば，定年制に関する問題を

議論する場合に，中高年労働者のみならず定年年齢から遠い若年労働者への影

響も考慮に入れる必要があろう 。

　今後の研究の方向性としては，定年制そのものが企業の人事政策としてとの

ように運営されているのかを明らかにする事が重要であると思われる。定年制

と経済成長についてはＭｍｃｅｒ－Ｈ１ｇｕｃｈ１（１９８８）等でも指摘されているが，景気

循環との関連はそれほど明かではないと思われる。しばしば言われているよう

に， もし企業の雇用調整がもっ ぱら定年年令付近の労働者を対象に行われるも

のであるならば，労働需要に対して重要な含意を持つと考えられる 。

（４０）
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Ａｐｐｅｎｄ１ｘ１

補題１の証明

　帰納法で示す 。（１）’より ，ｆｏｒ　Ｔ＝１，２，… Ｍ；〉ｂ，ｋ，ｚ

Ｈ（Ｍ，Ｔ，ｂ，１，ｋ，ｚ）

　　＝ｗ（Ｍ，Ｔ，ｂ，ｋ，ｚ）十ｇ（１一ノ（ｋ））Ｅ［ｖ（Ｍ＋１，ｂ，ｋ’）ｌｋ］十ｇノ（ｋ）Ｅ［ｍａｘ

　　　｛Ｖ（Ｍ＋１，ｂ，ｋ
’）

，Ｈ（Ｍ＋１，０，ｂ，Ｏ，ｋ
’， ｚ箏）｝ｌｋ

，ｚ，ｚ箏～Ｇ
，ｆ讐～Ｆ］

　　≦ｗ（Ｍ，Ｔ，ｂ，ｋ，ｚ）十ｇ（１一刃（ｋ））Ｅ［ｍａｘ｛Ｖ（Ｍ＋１，ｂ，ｋ
’）

，Ｈ（Ｍ＋１
，

　　　Ｔ＋１，ｂ，Ｏ，ｋ
’， ｚ’ ）｝ｌｋ，ｚ］十〃（ｋ）Ｅ［ｍａｘ｛Ｖ（Ｍ＋１，ｂ，ｋ

’）

，Ｈ（Ｍ＋１
，

　　　Ｔ＋１，ｂ，Ｏ，ｋ
’， ｚ’ ）， Ｈ（Ｍ＋１，Ｏ，ｂ，Ｏ，ｋ

’， ｚ箏）｝ｌｋ

，ｚ，ｚ讐～Ｇ，ｆ
考

　　　～Ｆ］

　　＝Ｈ（Ｍ，Ｔ，ｂ，Ｏ，ｋ，ｚ）

Ａ＝ａ＜Ｍ，ａ＞２でＨ（ａ，Ｔ，ｂ，１，ｋ，ｚ）≦Ｈ（ａ，Ｔ，ｂ，Ｏ，ｋ，ｚ）　ｆｏｒ　Ｔ＝１ ，

　　２
，…

ａ；〉ｂ，ｋ，ｚ が成り立っているとしよう 。

Ａ：ａ－１では ，ｆｏｒ　Ｔ＝１，２，…
ａ－１；〉ｂ，ｋ，ｚ

Ｈ（ａ－１，Ｔ，ｂ，１，ｋ，ｚ）一Ｈ（ａ－１，Ｔ，ｂ，Ｏ，ｋ，ｚ）

　　≧ｇＥ［Ｈ（ａ，Ｔ＋１，ｂ，１，ｋ
’， ｚ’）一Ｈ（ａ，Ｔ＋１，ｂ，Ｏ，ｋ

’， ｚ’ ）ｌｋ，ｚ］

　　≧Ｏ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｑ ．Ｅ．Ｄ

命題１の証明

６沈ｂ是
１ｆ）一Ｔ／・（んい・・い）一・（い・山）１・

（ｄｚ）

・（１一・…［げ一１１）
丁６ｑ（ＡｌＰ…ｌｂ、戸 三１トｚ）・（・・）

・・…［秤一・１
丁６ｑ（Ａ；Ｐ…ｌｂ、、 ±１午ｚ）・（・・）

第一項は，補題１より

（４１）



　４２　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４２巻 ・第１号）

　Ｈ（Ａ＋１，丁十１，ｂ，１，ｋ
’， ｚ’）≦Ｈ（Ａ＋１，Ｔ＋１，ｂ，０，ｋ

’， ｚ’）より

　ｑ（Ａ，Ｔ，ｂ，１，ｋ，ｚ）一ｑ（Ａ，Ｔ，ｂ，Ｏ，ｋ，ｚ）≧０

　　　　　　　　　６ｑ（Ａ，Ｔ，ｂ，ｆ，ｋ，ｚ）
第二，三項での　　　　　　　　　　　は ，

　　　　　　　　　　　６ｐｒｏｂ ．［ｆ“＝１］

ｐｒｏｂ［Ｈ（Ａ＋１，Ｏ，ｂ，ｆ“，ｋ
’，

ｚ“）一ｍａｘ｛Ｈ（Ａ＋１，Ｔ＋１，ｂ，ｆ，ｋ
’， ｚ’ ）， Ｖ

（Ａ＋１，ｂ，ｋ’）｝＞Ｏｌｋ，ｚ，ｚ讐～Ｇ
，ｆ”～Ｆ］

　＝ｐｒｏｂ．［（１－ｐｒｏｂ．［戸＝１】）Ｈ（Ａ＋１，０，ｂ，Ｏ，ｋ
’， ｚ“）十ｐｒｏｂ ．［秤

　　＝１］Ｈ（Ａ＋１，０，ｂ，１，ｋ
’， ｚ“）一ｍａｘ｛Ｈ（Ａ＋１，Ｔ＋１，ｂ，‘，ｋ

’， ｚ’ ），

　ｖ（Ａ＋１，ｂ，ｋ’）｝＞ｏｌｋ，ｚ，ｚ讐～Ｇ］

より補題１から６・（Ａ・い・Ｃｋ・・）≦Ｏ 　　　　　ＱＥＤ　　　　　　　　　　　６ｐｒｏｂ．［Ｆ＝１］

命題２の証明

　１）　ｆｕｌｌ　ｃｏｍｐｅｎｓａｔｅｄ　ｃａｓｅ

補題１の証明から ，Ａ＝１，２，　 ，Ｍ－１ ，Ｔ＝１，２，　 ，Ａ ，〉ｂ，ｋ，ｚで

　　Ｈ（Ａ，Ｔ，ｂ，１，ｋ，ｚ）＝Ｈ（Ａ，Ｔ，ｂ，０，ｋ，ｚ）

特に，Ｅ（Ｈ（Ａ＋１，Ｏ，ｂ，Ｏ，ｋ
’， ｚ“）ｌｋ，ｚ“～Ｇ］

　　　　　＝Ｅ［Ｈ（Ａ＋１，Ｏ，ｂ，１，ｋ
’， ｚ箏）ｌｋ，ｚ讐～Ｇ］

　　　　　＝Ｅ［Ｈ（Ａ＋１，ｏ，ｂ，ｆ，ｋ
’， ｚ”）ｌｋ，ｚ“～Ｇ，ｆ“～Ｆ］

．’ ｑ（Ａ，Ｔ，ｂ，１，ｋ，ｚ）＝ｑ（Ａ，Ｔ，ｂ，Ｏ，ｋ，ｚ）ｆｏｒ Ａ＝１，２，… Ｍ－

　１；Ｔ：１，２，… Ａ；〉ｂ，ｋ，ｚ

　つまり ，命題１での自企業効果，外部効果は共に無くなり

　６Ｑ（Ａ，Ｔ，ｂ，ｋ）
　　　　　　　　　　　＝Ｏ　ｆｏｒ Ａ＝１，２

，… Ｍ－１；Ｔ＝１
，２
，…
Ａ；〉ｂ，ｋ

　　６ｐｒｏｂ ．［ｆ讐＝１］

　２）　 ｕｎｄ．ｅｒ　ｃｏｍｐｅｎｓａｔｅｄ　ｃａｓｅ

　ｓ（Ｍ，Ｔ，ｂ，１，ｋ，ｚ）＜Ｈ（Ｍ，Ｔ，ｂ，Ｏ，ｋ，ｚ）一Ｈ（Ｍ，Ｔ，ｂ，１，ｋ ，

ｚ）ｆｏｒ　Ｔ＝１，２，　 ，Ｍ ，〉ｂ，ｋ，ｚの場合，補題１は，若干読みかえる事で

成り立っている。したがって，命題１が成り立つ 。

（４２）
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　３）　 ｏｖｅｒ　ｃｏｍｐｅｎｓａｔｅｄ　ｃａｓｅ

　ｓ（Ｍ，Ｔ，ｂ，１，ｋ，ｚ）＞Ｈ（Ｍ，Ｔ，ｂ，Ｏ，ｋ，ｚ）一Ｈ（Ｍ，Ｔ，ｂ，１，ｋ ，

ｚ）ｆｏｒ　Ｔ＝１，２，　 ，Ｍ ，〉ｂ，ｋ，ｚの場合，補題１での全ての符号が逆転し ，

補題１の証明から ，Ａ：１，２，… Ｍ－１；Ｔ＝１
，２
，…

Ａ；〉ｂ，ｋ，ｚで

　　Ｈ（Ａ，Ｔ，ｂ，１，ｋ，ｚ）≧Ｈ（Ａ，Ｔ，ｂ，Ｏ，ｋ，ｚ）

　　ｑ（Ａ，Ｔ，ｂ，１，ｋ，ｚ）≦ｑ（Ａ，Ｔ，ｂ，Ｏ，ｋ，ｚ）ｆｏｒ Ａ＝１，２，… Ｍ－１

Ｔ＝１，２ ，… Ａ；〉ｂ，ｋ，ｚ

つまり ，自企業効果がＱ（Ａ，Ｔ，ｂ，ｋ）を引き下げ，外部効果がＱ（Ａ，Ｔ，ｂ ，

ｋ）を引き上げる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｑ．Ｅ ．Ｄ ．

Ａｐｐｅｎｄ１ｘ２

　このＡｐｐｅｎｄ１ｘ では，各コーホートでの毎年の離職率を推定するアルゴリス
　　　　　　　　　　８）
ムについて説明を行う 。５年刻みで離職率が定義されるコーホートと１０年刻み

で定義されるコーホートに対するアルゴリズムは原理的には全く同じであるの

で， 以下では５年刻みで離職率が定義されるコーホートについてのみ行う 。

　１）ｎ（ｔ，Ａ，Ｔ）をｔ期での年齢が第Ａ区分で在職期間が第丁区分である労

働者数とすると ，

　　Ｓ（ｔ，Ａ，Ｔ）＝（ｎ（ｔ，Ａ，Ｔ）一ｎ（ｔ＋５，Ａ＋１，丁十１））／
ｎ（ｔ，Ａ，Ｔ）

なるＳ（ｔ，Ａ，Ｔ）は，５年問の離職率の加重幾何平均である。次に，ｔ期に（Ａ ，

Ｔ）コーホートに属していた労働者の集合を考える 。彼らのｔ＋ｉ期（ｉ≧Ｏ）に

おける平均的な離職率を ｓ（ｔ＋１，Ａ，Ｔ）と表すとすると ，

　　　　　　　　　　４　　１－Ｓ（ｔ，Ａ，Ｔ）＝ｎ（１－ｓ（ｔ＋１，Ａ，Ｔ））

　　　　　　　　　　ｉ＝Ｏ

を満たしている。注意しなければならないのは，時問の経過に伴いその労働者

の集合はもはや１つのコーホートとしては捉えることができず，分類上複数の

コーホートにまたがることになる。したがって，このような設定は，厳密には

コーホート上の動きを追っているわけではない。上式を対数変換して得られる

（４３）



　４４　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４２巻 ・第１号）

　　　　　　　　　　　　　４　　１ｏｇ（１－Ｓ（ｔ，Ａ，Ｔ））＝　ｌｏｇ（１－ｓ（ｔ＋１，Ａ，Ｔ））

　　　　　　　　　　　　　ｉ＝０

に撹乱項（冬（ｔ，Ａ，Ｔ））を加えた式は，ＵＣモデル（Ｕｎｏｂｓｅｒｖａｂ１ｅ Ｃｏｍｐｏ －

ｎｅｎｔ　Ｍｏｄｅ１）として理解できる 。

　２）　ここで重要なのは，ｔ期に（Ａ，Ｔ）コーホートに属していた労働者の集

合でのｉ期後（ｉ≧Ｏ）における平均的離職率を ｓ（ｔ＋１，Ａ，Ｔ二ｔ）と表すとする

と，一般に任意のｊ＞Ｏにおいてｓ（ｔ，Ａ，Ｔ ：卜ｊ）≠ｓ（ｔ，Ａ，Ｔ：ｔ－ｊ－１）であ

る。 これはトｊ期に（Ａ，Ｔ）コーホートに属していた労働者の集合とｔ－ｊ－１

期に（Ａ，Ｔ）コーホートに属していた労働者の集合は多くの部分が重なり合 っ

ているものの厳密には異なるからである。そこで以下では ，

　　１－ｓ（ｔ，Ａ，Ｔ：ｔ－ｊ）＝（１－ｓ（ｔ，Ａ，Ｔ：ｔ－ｊ－１）） ・£（ｔ，Ａ，Ｔ ：ｔ－ｊ－１）

　　　　　　　　　　　　　１ｏｇ£（ｔ，Ａ，Ｔ：ｔ－ｊ－１）～Ｎ（Ｏ，ｇｄ．２）

と想定する 。これは１ｏｇ（１－ｓ（ｔ，Ａ，Ｔ　ｔｒ））が平均的には１ｏｇ（１－ｓ（ｔ，Ａ
，

Ｔ：ｔ－ｊ－１））には等しいが，９ｄ．２ の正規分布にしたがって乖離していることを

意味している 。

　３）以上のことをカルマン ・フィルターを用いて表現すると ，各（Ａ ，Ｔ）

コーホートにおいて ，

　　観測方程式　１ｏｇ（１－Ｓ（ｔ，Ａ，Ｔ，））＝Ｚぴ（ｔ，Ａ，Ｔ，）十冬（ｔ，Ａ，Ｔ，）

　　遷移方程式　ぴ（ｔ，Ａ，Ｔ，）＝Ｙぴ（ｔ－１，Ａ，Ｔ）十刀（ｔ，Ａ，Ｔ，）

イ旦し，Ｚ＝［１　１　１　１　１］

　　　１ｏｇ（１－ｓ（ｔ－１，Ａ，Ｔ ：ｔ－５））

　　　１ｏｇ（１－ｓ（ｔ－２，Ａ，Ｔ ：ｔ－５））

叫ｉ’ｊ＝１ｏｇ（１－ｓ（ｔ－３，Ａ，Ｔ：ｔ－５））　　
，

　　　１ｏｇ（１－ｓ（ｔ－４，Ａ，Ｔ：ｔ－５））

　　　１ｏｇ（１－ｓ（ｔ－５，Ａ，Ｔ：ｔ－５））

（４４）
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と表される。Ｙの第１行の要素が〔１ ，Ｏ ，Ｏ ，Ｏ ，Ｏ〕になっ ているのは ，

ｌｏｇ（１－ｓ（ｔ－１，Ａ，Ｔ ：ｔ－５））はｔ－１期での離職率であるためにト２期以前

の離職率からなるぴ（ｔ－１，Ａ，Ｔ）の要素では表現できないので，便宜上１ｏｇ（１

－ｓ（卜２，Ａ，Ｔ ：ｔ－６））を平均とし，分散がの２である正規分布にしたがうよ

うに想定していることを意味している 。

４）このカルマン ・フィルターを用いて実際に観察されるｓ（ｔ，Ａ，Ｔ）から以

下の手順にしたがってｓ（ｔ，Ａ，Ｔ：ｔ）の推定値を求める 。

　・ 初期値の推定　ｔ＝Ｏ，１ ，２ ，… Ｎ（但し，Ｎは標本数）のｌｏｇ（１－Ｓ（ｔ

　　　　－１，Ａ，Ｔ））を用いてｈ＝１，２ ，… ５（以下ｈ＝１，２ ，…
５と

　　　　する）での初期値１ｏｇ（１－ｓ（一ｈ，Ａ，Ｔ ：Ｏ））とその分散共分散行列

　　　　をＰ（Ｏ，Ａ，Ｔ）を求める。そのために，未知パラメーターであるｏ
－１２
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　　　　とｏ．２ を適当に想定し ，

　　　　　１ｏｇ（１－ｓ（Ｎ－ｈ，Ａ，Ｔ： Ｎ－５））＝Ｏ
，

　　　　　Ｐ（Ｎ，Ａ，Ｔ）＝Ｖａｒ（１ｏｇ（１－ｓ（Ｎ－ｈ，Ａ，Ｔ：Ｎ－５）））＝んＩ

　　　　　　　　但しんは十分に大きい正数

　　　　から時間を逆に（ｔ＝Ｎからｔ＝０に向けて）カルマン ・フィルターを

　　　　行う 。この過程から得られる最後の推定値１ｏｇ（１－ｓ（一ｈ，Ａ，Ｔ：

　　　　Ｏ）とＰ（Ｏ，Ａ，Ｔ））を初期値とする 。

　・一期間予測分解　１ｏｇ（１一§（一ｈ，Ａ，Ｔ： ））とＰ（Ｏ，Ａ，Ｔ）から今度は正

　　　　しい時問の流れに沿って（ｔ＝０からｔ＝Ｎに向けて）カルマン ・フィ

　　　　ルターを行う 。この過程での一期問予測誤差から尤度が得られる 。

　・ 尤度最大化　上の２つの作業（初期値の推定と一期問予測）を繰り返して

　　　　尤度を最大化する未知パラメーター であるｏ１２ をｏ．２ を選ぶ 。

　・ 平滑化　尤度を最大化するｏ１２ をｏ２２ に基づく一期問予測から得られる最

　　　　後の推定値１ｏｇ（１一§（Ｎ－ｈ，Ａ，Ｔ：Ｎ－５））とＰ（Ｎ，Ａ，Ｔ）から時

　　　　問を逆に（ｔ＝Ｎからｔ＝Ｏに向けて）平滑化を行う 。平滑化は一期問

　　　　予測が過去の情報にのみに基づく推定であるのに対して平滑化によっ

　　　　て得られた推定値は全情報に基づく推定である 。

　最後に得られた平滑化推定量１ｏｇ（１一♂（ｔ－ｈ，Ａ，Ｔ　ｔ））の中で１ｏｇ（１一言

（ｔ－５，Ａ，Ｔ：ｔ－５））を変換した１－ｅｘｐ（１ｏｇ（１一♂（ｔ－５，Ａ，Ｔ：ｔ－５）））から

なる系列が各年の（Ａ，Ｔ）コーホートにおける離職率の最終的な推定値であ

る。

データの出典

推定に用いた変数の定義と出典は以下の通りである 。

賃金　　　　　　　　　（出典）

総労働時問　　　　　　　（出典）

退職金　　　　　　　　（出典）

労働者数　　　　　　　　（出典）

賃金センサス

毎月勤労統計調査

退職金制度 ・支給実態調査

賃金センサス

労働省

労働省

労働省

労働省

（４６）
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従業者数で測った企業規模別企業数

　　　　　　　　　　　　（出典）　工業統計表

　死亡率　　　　　　　　（出典）　人口動態統計

　離職率　　　　　　　　（出典）　雇用動向調査

定年制実施率（定年制採用事業所／全事業所数）

　　　　　　　　　　　　（出典）　雇用管理調査報告一退職管理

定年年齢（定年年齢分布から求めた加重平均定年年齢）

　　　　　　　　　　　　（出典）　雇用管理調査報告一退職管理

通産省

厚生省

労働省

労働省

労働省

４７

１）Ｇｏｒｄｏｎ－Ｂ１ｍｄｅｒ（１９８０）は引退要因について研究を行い，年齢，健康状態 ，

　年金，市場賃金などの影響を確認している 。Ｌａ．ｅａ。（１９８６）は賃金プロファイ

　ル，退職金，年金定年制なとについて多面的な分析を行 っている 。Ｌａｚｅａｒ

　（１９８６）の研究を応用したものに三谷（１９９２），清家（１９９２）がある。三谷

　（１９９２）は継続雇用の機会が高齢者の就業確率を高めるが，職種や属性により影

　響を受けると結論づけている。清家（１９９２）では推定結果より公的年金，不労所

　得，健康状態，年齢，賃金について高齢者の引退一就業選択への影響を検討し今

　日の高齢者労働問題に対して政策提言を行 っている 。村松（１９８７）では中途半端

　な定年延長と年金制度の充実による高齢者の就業率低下が指摘されている。大竹

　（１９９０）では高齢者の労働供給関数を推定し，公的年金の被用（被雇用）者就業

　・ 被用者以外の就業 ・非就業に与える影を検討している 。

２）ここでの職種は，ブルー・ カラーとホワイト ・カラーの別を指す 。

３）本稿で用いる離職率についての詳しい説明は第４節で行われる 。

４）」（Ｍ，Ｔ，ｂ）の算出に当 って，賃金は年問総労働時間を掛けている 。

５）推定された離職率や推定に関する統計量等については筆者に問い合わせて頂き

　たい 。

６）Ｏｈｋｕｓａ－Ａｒ１ｇａ－Ｂｍｎｅｌ１ｏ－Ｋ１ｓｈ１－Ｏｈｔａ（１９９０）に従い，定年制実施率の変化を

　賃金構造全体の変化によるものと考えると ，若年の労働者の離職行動にも影響を

　与える。しかし，その方向は明かではないので本稿では無視する 。

７）大日 ・竹広（１９９２）の様に，（１¢式に有効求人倍率等のマクロの状態や，マクロ

　の状態とＴＲ（ＴＡ）との交差項を入れた推定も行ったが，結果は全く同じであ

　っ たので割愛する 。

８）　Ｋ１ｔａｇａｗａ－Ｇｅｒｓｃｈ（１９８４）が詳しい
。

（４７）
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